
、ヽ

別 添 2-2

入院診療を行う医療機関の病床数及び稼働状況の調査・報告依頼
・

各都道府県においては、新型インフルエンザによる入院患者が増カロした場合

に備え、新型インフルエンザ患者の入院診療を行う医療機関の病床数等を、下

記のとおり把握の上ご報告いただきますようよろしくお願いいたします。

なお、「新型インフルエンザの流行シナリオ」偶J添 1)による人院患者数を

参考に、各地域において新型インフルエンザ患者の入院診療を行う医療機関の

病床数等について確認いただき、必要となる受入病床の確保や、地域内におけ

る医療機関間の連携や患者受入の調整体制の確保等の対策を講じていただくよ

|     うお願いします。

1                   記

1.調査対象 一般病床、結核病床又は感染症病床を持つ、新型インフルエン
ザ患者の入院診療を行う管内病院全て

‐
2.報告内容 別紙様式 (エクセルファイノ⇒ の項目
3,留意事項 記載にあたつては、別紙記載留意事項を参照のこと
4.提出期限 9月 11日 (金)17時迄に提出

.    5.提 出方法
各都道府県において、保健所設置市、特別区の回答をとりまとめた上で

別紙様式 (エクセルファイル)をメールで提出

(1)メ ールの表題「00県 受入可能病床数」
(2)提出先「新型インフルエンザ対策推進本部 医療班」宛
6.提出及び照会先          ・

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部 医療班

FAX 03-3506-7332/Emailiryoubanonlblwgo.jp



新型インフルエンザ患者の受入可能病床状況調査(平成21年9月現在)

名

ユ当課名

連絡先(電諦

来月1囃‖し

米 ricu」 とlt、 じ晨報酬に分上の rm00 枚■薇急入眈料J rA30:特 定黒中治疎ntu‖ J rA302新 生兄特定霜中治燎EII斜』 mlo
1及び2Jの層出嬌床をおす。ロ

0●●奥崚 (平成21年 9月 1日“7日の結床FIF漱 )
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3.

4.

5.

6.

記載留意事項

1.別 紙様式 (エクセルファイル)左上の都道府県名、担当課名、連絡先 (電
話)を記載下さい。都道府県名を記載いただくと、表中 Bタリの都道府県

名は自動的に挿入されます。

2.調 査対象は病院ですので、有床診療所は調査対象となりません。

①医療機関種別には、特定感染症指定医療機関であれば 1、 第一種感染

症指定医療機関であれば 2、 第二種感染症指定医療機関であれば 3、 感

染症診療協力医療機関の場合は 4、 それ以外であれば 5を記載下さい。

②許可病床数には、平成 21年 9月 1日 現在の医療法上の許可病床数を
病床区分ごとに記載下さい。ある区分に許可病床がない場合も 0を記入
下さい。 (例 :感染症病床 10床、結核病床 0床、一般病床 350床 )

③稼働病床数には、平成 21年 9月 1日 時点で、診療報酬の届出を行つ
ている病床数を、医療法上の病床区分ごとに記載下さい。ある区分に許

可病床がない場合は 0を記入下さい。(例 :感染症病床 10床、結核病床 0

床、一般病床 310床 )

④ICU病床数には、③の許可病床の一般病床数のうち、平成 21年 9月
1日 におけるICU病床数 (小数点以下は切り上げ)を記載下さい。なお、
ICUと は、診療報酬区分上の
。A300救命救急入院料
O A301特定集中治療室管理料
・ A302新生児特定集中治療室管理料
・ A303総合周産期特定集中治療室管理料 1及び 2
の届出を行つている病床数を指すものとします。

ICU病床のない医療機関は 0を記載下さいき

⑤稼働実績については、平成 21年 9月 1日 ～9月 7日 の 7日 間におけ
る病床利用の平均値 (小数点以下は切り上げ)を記載下さい。稼働病床
数がない区分には 0を記載下さい。(例 :感染症病床 4床、結核病床 0床、
一般病床 272床 )

7.
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・                      別添 2-3

感染症指定医療機関等における人手呼吸器の保有状況等の更新に
ついて

各都道府県においては、新型インフルエンザによる重症患者が増加した場合

に備え、新型インフルエンザ患者の入院診療を行う医療機関における人
工呼吸

器の保有台数及び稼働状況を把握し、平成 21年 5月 2日付け事務連絡
「感染症

指定医療機関等における人工呼吸器の保有状況等にういて」により実施
した人

工呼吸器保有状況調査にて報告のあつた保有台数を参照の上、下記
の通り報告

いただくようお願いします。

なお、「新型インフルエンザの流行シナリオ」暢り添 1)の入院患者数を参考

に、現在の稼働状況について確認いただき、不足が予測される場合には効率的

な活用や備蓄等、必要な確保対策を講じていただくようお願
いします。

記

1.調査対象 新型インアルエンザ患者の入院診療を行 う医療機関

2.調査内容
1.の対象医療機関における人工呼吸器保有台数及び稼働状況

5月 2日付け事務連絡と保有台数に変更がない場合は
「変更なし」と、保

有台数に変更がある場合は、その保有台数及び稼働状況 (9月 1～ 7日 間

の平均の稼働率)を報告してく処
◎ 5月 時点の調査結果

対象医療機関数 1,138

人工呼吸器保有台数 15=338台 (稼働台数 7,639台 )

うち、新生児用保有台数 2,276台 (稼働台数 874台 )

提出期限 9月 11日 (金)17時 迄に提出
提出方法

各都道府県において、保健所設置市及び特別区の回答をとりまとめた上

で、対策本部「医療班」宛にメールで提出

5.提出及び照会先
厚生労働省新型インフルエ

・ンザ対策推進本部事務局医療班

FAX 03-3506-7332/メールアドレス iryouhanOmhlw.go.jp

３

４
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.                 別添 2-4

透析患者、小児、妊婦等の重症者の搬送・受入体制の確保状況報告

今後、新型インフルモンザ患者数の急速な増加により、透析患者、小児、妊

婦等については、新型インフルエンザの感染により重症化した場合には、専門    ｀

性の高い集中治療が必要となる可能性が高いため、地域において、透析患者、

小児、妊婦等の重症者の専門治療を行える医療機関の把握と速やかに搬送・受

入体制の確保が重要となります。各都道府県において、透析患者、小児、妊婦

等の重症者を受け入れる医療機関の確保及び搬送・受入体制の確保について検

討いただくようお願いしているところですが、下記のとおり、現時点における

状況について、報告いただくようお願いします。

記

1.調査対象 都道府県
2.調査内容
貴都道府県における透析患者、小児、妊婦等の重症者の搬送・受入体制

の状況や支援体制について (別紙)

3.提出期限 9月 4日 (金)17時迄に提出
・
4.提出方法
各都道府県より対策本部「医療班」まで、ファックス又はメールで提出    ′

・
5。 提出及び照会先

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務局医療班

FAX 03-3506-7332/メ ールアドレス iryoLhanOmhlw.go.jp
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圃申
透析患者、小児、妊婦等の重症者の搬送・受入体制の確保状況

以下の質問について、貴都道府県における9月 1日現在の状況について、該当する項目を

選択し、必要に応じ、空欄に詳細を記載してください。    .

1.通析患者につい
ンザに感染した透析患者の重症者が発生した場合の、専門治療が可

能な受入医療機関について把握し、当該患者の受け入れに対して協力を要請しているか。

□ 既に行つている →医療機関数 (   )、 受入可能患者数 (   )
□ 今後行う予定 → (内容                   )
□ その他 (                        )

(2)透析を行う医療機関の新型イ.ンフルエンザ患者の受け入れに対する支援を行つてい

るか。

□ 支援を行つている。→ (内容
□ 支援を行つていない。

2. 小 !見につい

(1)新型インフルエンザに感染した小児の重症者が発生した場合の、専門治療が可能な

受入医療機関について把握し、当該患者の受け入れに対して協力を要請しているか。

□ 既に行つている →医療機関数 (   )、 受入可能患者数 (   )
□ 今後行う予定 → (内容                   )
□ その他 (                      )

(2).小児医療機関の新型インフルエンザ患者の受け入れに対する支援を行つているか。     
‐

□ 支援を行つている。→ (内容               )
□ 支援を行つていない。

3.妊婦につい
ルエンザに感染した妊婦の重症者が発生じた場合に、専門治療が可能な

受入医療機関について把握し、当該患者の受け入れに対して協力を要請しているか。

□ 既に行つている →医療機関数 (   )、 受入可能患者数 (   )
□ 今後行う予定 → (内容                   )
□ その他 (                      )

(2)産科医療機関の新型インフルエンザ患者の受け入れに対する支援を行つているか。

□ 支援を行つている。→ (内容
□ 支援を行つていない。
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男:1添 3

新型インフルエンザに係る医療提供体制の確保対策及び情報提供について

1.イ ンフルエンザ患者の外来診療の確保対策について

各都道府県、保健所設置市及び特別区においては、外来診療体制の確保の

ため、次の対策を検討すること。

(1)電話相談体制の拡充
インフルエンザ患者数の急速な増加に備えて、発熱相談センターや小児

救急電話相談事業 (#8000)等 の電話相談体制の拡充 (時間の延長、
電話回線の増設等)を検討すること。

(2)地域住民への呼びかけ
外来診療体制を確保するため、救急外来時間帯等における緊急以外の外

来受診を控えることや、電話相談窓口を活用することなどについて、地域

住民に対して呼びかけること。          ヽ

(3)夜間の外来診療に係る地域の診療所等との連携
夜間の外来診療体制については、救急外来を設置する医療機関だけでな

く、例えば、インフルエンザ患者の診療を行つている診療所に対して診療

時間の延長や、夜間の外来を輪番制で行 うことを求めるなど、地域の診療

所等との連携を図ることl特に、小児患者の外来診療体制については、地
域の小児科を有する病院だけでなく、地域の小児科診療所等との連携確保

に努めること。          ・

(4)医療従事者の確保
インフルエンザ患者数が急速に増加するような場合には、医療従事者を確

保するため、隣県の医療機関に応援を求めることや、必要に応 じて(基礎疾

患を有する者等である医療従事者に抗インフルエンザウイルス薬の予防投与

を行 うこと等について検討すること。

2.イ ンフルエンザ重症患者の入院医療機関の確保について

各都道府県においては、インフルエンザ重症患者の入院医療機関の確保の

ため、次の対策を検討すること。

17



(■ )一般病床 0結核病床への入院や定員を超過した入院の取扱いについて

新型インフルエンザ重症患者が増加した場合に備え、現在業務を行らて

いない二般病床や結核病床を活用するなど、入院患者の受入体制を確保す

ること。

なお、新型インフルエンザ患者を、緊急時の対応として、一般病床や結

核病床の病室に入院させることや、感染症病床の病室に定員を超過して入

院させることについては、医療法施行規則第 10条ただし書の臨時応急の

場合に該当すること。ただし、この場合においても、感染拡大防止等安全

性の確保に十分注意すること (医療法施行規則及び診療報酬上の取扱いの

詳細については、別添 3-1を参照のこと).

(2)医療従事者の確保について
定員を超過して入院させる場合には、重症患者の診療を行う医師や看護

師等の医療従事者を確保するため、病棟間や部門間における配置の再調整

や近隣の医療機関に応援を求ゅること等について検討すること。また、イ

ンフルエンザ患者数が急速に増加するような場合には、必要に応じて、基

礎疾患を有する者等である医療従事者に抗インフルエンザウイルス薬の予

防投与を行うこと等について検討すること。

なお、新型インフルエンザ患者の入院診療を行う医療機関が、緊急時の

対応として新型インフルエンザ患者を入院させた場合の診療報酬上の取扱

いについては、今後さらに検討する予定である。

(3)透析患者、小児、妊婦等の重症患者の入院医療機関の確保について

新型インフルエンザ重症患者の受入体制の確保のため、入院医療機関の

入院可能病床数、集中治療室病床数及び使用可能な人工呼吸器台数等の状

況絶握を行い、必要に応じ、重症患者の受入調整を行える体制を確保する

こと。

特に、透析患者、小児、妊婦等については、新型インフルエンザの感染

により重症化した場合には、専門性の高い集中治療が必要となる可能性が

高いため、地域において、透析患者、小児、妊婦等の専門治療を行える医

療機関を把握し、透析患者、小児、妊婦等の重症患者が発生した場合には

当該患者が速やかに受け入れられるよう当該医療機関に協力を要請してお

くこと。

(4)新型インフルエンザ重症患者の搬送・受入ルニルの策定について

都道府県が中心となり、地域の医療機関や消防機関等の関係者間におい
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て、新型インフルエンザ重症患者が発生した場合の搬送・受入ルールを定

めておくこと。例えば、重症患者が発生した場合に、一定のルールの下に

必ず受け入れる医療機関を定めておくことなどが考えられること。また、

必要に応じて、新型インフルエンザ重症患者を県域や医療圏を越えて搬送

する場合の調整担当者 (コーディネーター)や広域の搬送・受入ルールを

隣県の関係者間で定めておくこと。

以上の体制を確保するため、各都道府県の感染症担当部局、救急医療担

当部局及び消防担当部局においては、連絡会議を開くなど情報共有及び連

携体制の確保に努めること。

3.医療機関や医療従事者への情報提供について

各都道府県、保健所設置市及び特別区においては、医療機関や医療従事者

等に対して、次の事項について周知徹底に努めること。なお、新型インフル

エンザに係る手続き等については「医療の確保に関するQ&A」 GJ添 3-2)
を参照のこと。

(1)医療機関における院内感染対策の徹底について

医療機関においては、季節性インフルエンザと同様、標準予防策及び飛沫

感染予防策を徹底すること。特に、重症の入院患者の診療に携わる医療従事

者については、その健康管理を積極的に行うこと。また、医療従事者のみな

らず、医療機関の全ての職員に対して、院内感染対策を徹底すること。詳細

は、別添 3-3を参照のこと。

(2)新型インフルエンザの診療について
新型インフルエンザの診療の基本的考え方については、別添 3-4を参照
のこと。また、次の点に留意し1ていただきたいこと。

① 新型インフルエンザの診断と治療

新型インフルエンザの診断においては、簡易迅速検査や PCR検査の実
施は必須ではなく、臨床所見や地域における感染の拡がり等の疫学情報

等から総合的に判断した上で診断を行うことが可能であり、抗インフル

エンザウイルス薬の処方を含む必要な治療を行うことができること。な

お、基礎疾患を有する者等に対して抗インフルエンザウイルス薬の予防

投与を行う場合については、原則として自己負担となるが、その一部又

は全額を公費負担とすることも各自治体の判断で可能である。
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② 抗インフルエンザウイルス薬の選択・

我が国の備蓄を含めた抗インフルエンザウイルス薬の供給量はタミフ

ルが中心であり、リレンザの供給量はタミフルに比較して限定的である

こと.

今回の新型イジフルエンザの感染者は若年者に多い傾向があるが、10

代の患者についても、合併症・既往歴等からインフルエンザ重症化リス

クの高い患者に対し、タミフルを慎重に投与することは妨げられておら

ず、今回の新型インフアレエンザウイルスはタミフル感受性であることや

リレンザの備蓄量等も勘案して、抗インフルエンザウイルス薬の効率的

な使用を考慮すること。なお、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量に

ついては、別添 3-5を参照のこと。

③ 慢性疾患等を有する定期受診患者への処方

慢性疾患等を有する定期受診患者については、感染機会を減らすため長

期処方を行うことや、あらかじめ、発症した場合の自己管理の方法や服薬

に関する注意点等を説明しておくことにより、発症時には電話による診療

でファクシミリ等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方をするこ

とができること。ただし、重症化する兆候を認めた際には、躊躇せず医療

機関等に電話で相談するよう説明すること。フアクシミリ等による処方の

場合の具体的な取扱いについては、別添 3-6を参照のこと。

(3)新型インフルエンザの事例報告等について

新型インフルエンザ患者の事例報告について、別添3-7を参照のこと。
引き続き、診療関連情報については、厚生労働省のホーム

ページや国立感

染症研究所のホームページ等において、医療従事者向けに情報提供がなさ

れていること。また、社団法人日本小児科学会より、小児患者におけるイ

ンフルエンザ脳症の発生について注意喚起がなされていること (平成 21年

8月 23日厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務連絡「インフル

エンザ脳症に係る注意喚起について (依頼)J)。

(4)人工呼吸器の管理や保守点検について

医療機関においては、各医療機関内に保有している人工呼吸器について、

稼働状況や管理状況の把握を行い、人工呼吸器の保守管理に努めること。

また、人工呼吸器を使用する患者が増加した場合には、院内の人工呼吸器

を効率的に使用することについて検討すること。
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4.地域住民や自宅療養を行 う慢性疾患等を有する患者への情報提供について
各都道府県、保健所設置市及び特別区においては、次の事項について、地

域住民や自宅療養を行 う慢性疾患等を有する患者人の情報提供に努めること。

(1)地域住民への情報提供
自宅においても、手洗い、うがい等の感染予防対策が重要であること。

また、発熱等の症状を認めて、インフルエンザに感染したかもしれないと

思う場合には、患者向けの手引き (「インフルエンザかな ?」 症状がある方々

へ受診と療養の手引き (別添 3-8))を 参照し、適切な対応をとること。

(2)自 宅療養を行う1曼性疾患等を有する患者への情報提供

自宅療養を行う慢性疾患等を有する患者については、日常生活の注意点

。 (別添 3-9)を 参照し、感染予防対策に心掛けること。また、あらかじ
めかかりつけ医から、発熱等の症状を認めた場合の対応方法等について説

明を受けておくことが望ましいこと。もし、重症化する兆候を認めた際に
'

は、躊躇せず医療機関もしくは発熱相談センター等に電話で相談すること。
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